
資料８ 避難指示等の発令対象人口等 

（令和 3年 9月 1日現在） 

対象災害 対象エリア 世帯数 人口 

土砂災害 
市内全域の土砂災害（特別）

警戒区域内 
2,575 世帯 5,813 人 

大和川ブロック① 

高井田・国分地区 

石川町、片山町、玉手町、円

明町、旭ヶ丘 3 丁目、国分西

1～2 丁目、国分本町 1～5 丁

目、国分本町 7 丁目、国分市

場 1～2丁目、田辺 1丁目、青

谷、高井田 

4,813 世帯 9,830 人 

大和川ブロック② 

柏原地区 

本郷 1～5 丁目、大正 1～3 丁

目、古町 1～3丁目、今町 1～

2丁目、上市 1～4丁目、清州

1～2丁目、堂島町、河原町、

法善寺 1～4 丁目、平野 1 丁

目、大県 1～4丁目、太平寺 1

～2丁目、安堂町 

13,329 世帯 28,248 人 

石川 
石川町、片山町、玉手町、円

明町 
2,845 世帯 5,912 人 
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資料９ 柏原市防災会議条例 

昭和３８年３月１５日 

条例第５号 

最近改正 平成２４年１０月５日条例第２０号 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第１６条第６項の規

定に基づき、柏原市防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定め

ることを目的とする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

（１） 柏原市地域防災計画を作成し、その実施を推進すること。 

（２） 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

（３） 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属す

る事務 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員４０人以内で組織する。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１） 指定地方行政機関の職員 

（２） 大阪府の職員 

（３） 大阪府警察の警察官 

（４） 市の職員 

（５） 柏原羽曳野藤井寺消防組合消防長及び消防団長 

（６） 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員 

（７） 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者 
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（８） その他市長が特に必要と認める者 

６ 前項の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任者の残任

期間とする。 

７ 前項の委員は、再任されることができる。 

（専門委員） 

第４条 防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、大阪府の職員、市の職員、関係指定公共機関の職員、関係指定地方公共

機関の職員及び学識経験のある者のうちから市長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営について必

要な事項は、会長が防災会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、昭和３８年４月１日から施行する。 

附 則（昭和３９．３．１６条例２５） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４０．１１．２０条例２７） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１２．３．２９条例１１） 

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４．１０．５条例２０） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の柏原市防災会議条例第３条第５項の規定により、新たに委嘱

又は任命される委員の最初の任期は、同条第６項の規定にかかわらず、平成２６年３月

３１日までとする。 
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資料10 柏原市防災会議運営要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は柏原市防災会議条例（昭和38年３月15日条例第５号）第５

条の規定に基づき、柏原市防災会議（以下「会議」という。）の運営に関し必

要な事項を定めるものとする。 

 （会議） 

第２条 会議は会長が招集し、議長となる。 

２ 会議は委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

（書面等による協議） 

第３条 会長は、緊急を要するため会議を招集する時間的余裕がないと認める

とき、その他やむを得ない事由があると認めるときは、書面又は電磁的方法に

より協議することをもって会議に代えることができる。 

（委員の代理者） 

第４条 委員は、やむを得ない事情により防災会議に出席できないときは、そ

の代理者を出席させることができる。 

２ 委員は、あらかじめ前項の代理者を指名し、会長に届け出ておかなければ

ならない。 

 （専決処分） 

第５条 緊急を要し会議を招集するいとまがないと認めるとき又はやむをえ

ない事情により会議を招集することができないとき、若しくは軽易な事項につ

いては、会長は会議が処理すべき事項のうち次に掲げるものについて専決処分

をすることができる。 

（１）柏原市地域防災計画に基づき、その実施を推進すること。 

（２）災害に関する情報を収集すること。 

（３）災害応急対策及び災害復旧に関し、関係機関相互間の連絡調整を図るこ

と。 

（４）非常災害に際し、緊急措置に関する計画を作成し、その実施を推進する

こと。 

（５）関係機関の長に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳、その他必要な

協力を求めること。 

（６）柏原市災害対策本部の設置及び連絡に関すること。 

２ 会長は前項の規定により専決処分をしたときは、次の会議に報告しその承

認を求めなければならない。 
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（庶務） 

第６条 会議の庶務は、危機管理課が掌握する。 

 （補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、会議に関し必要な事項は、そのつど会

長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、昭和40年８月30日より実施する。 

   附 則（令和４．１．１） 

 この要綱は、令和４年１月１日より実施する。 
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資料11 柏原市防災会議委員一覧 
 

 
 

№ 区   分 機   関   名 役  職 

1 会 長 柏原市 市長 

2 1 指定地方行政機関の職員 近畿地方整備局大和川河川事務所 所長 

3 

2 大阪府の職員 

大阪府八尾土木事務所 所長 

4 大阪府八尾土木事務所 
参事兼地域支援・企画課長

（地域防災監） 

5 大阪府藤井寺保健所 次長 

6 3 大阪府警察の警察官 大阪府柏原警察署 署長 

7 

4 市の職員 

柏原市 副市長 

8 柏原市教育委員会 教育長 

9 市立柏原病院 病院事業管理者 

10 柏原市政策推進部 政策推進部長 

11 柏原市政策推進部 危機管理監 

12 柏原市総務部 総務部長 

13 柏原市財務部 財務部長 

14 柏原市市民部 市民部長 

15 柏原市福祉こども部 福祉こども部長 

16 柏原市健康部 健康部長 

17 柏原市都市デザイン部 都市デザイン部長 

18 柏原市上下水道部 上下水道部長 

19 市立柏原病院 病院事務局長 

20 市立柏原病院看護部 看護部長 

21 柏原市教育委員会 教育部長 

22 柏原市議会事務局 事務局長 

23 柏原市市民部 
人権推進課 

男女共同参画センター長  

24 
5 消防長及び消防団長 

柏原羽曳野藤井寺消防組合 消防長 

25 柏原市消防団 団長 

26 

6 
指定公共機関及び指定地方

公共機関の職員 

関西電力送配電㈱大阪支社 東大阪地域統括長 

27 
大阪ガスネットワーク㈱ 導管事業部 

北東部導管部 地域開発チーム  
マネージャー 

28 近畿日本鉄道㈱近鉄八尾駅 駅長 
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29 西日本旅客鉄道㈱柏原駅 駅長 

30 西日本電信電話㈱関西支店設備部 部長 

31 日本郵便㈱柏原郵便局 局長 

32 
7 

自主防災組織を構成する者又は

学識経験のある者 

大阪教育大学 准教授 

33 関西福祉科学大学 准教授 

34 

8 
その他市長が特に必要と認め

任命する者 

柏原市区長会 会長 

35 柏原市医師会 会長 

36 
社会福祉法人 柏原市社会福祉協議

会 
会長 

37 柏原市民生児童委員協議会 会長 

38 柏原市婦人防火クラブ 会長 

39 
陸上自衛隊第３６普通科連隊第２中

隊 
中隊長 

40 大和川右岸水防事務組合 事務局長 
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資料12 柏原市災害対策本部条例 

昭和３８年３月１５日 

条例第６号 

最近改正 平成２４年９月２４日条例第１９号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２３条の２第８項

の規定に基づき、柏原市災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）について必要

な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所属の職員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を補佐し、災害対策本部長に事故があるときは、

その職務を代理する。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

（部） 

第３条 災害対策本部長は、必要があると認めるときは、災害対策本部に部を置くことが

できる。 

２ 部に部長及び部員を置き、それぞれ災害対策本部員のうちから災害対策本部長が指名

する。 

３ 部長は、部の事務を掌理する。 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、災害対策本部について必要な事項は、災害対策本

部長が定める。 

附 則 

この条例は、昭和３８年４月１日から施行する。 

附 則（平成８．３．２８条例１４） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４．９．２４条例１９） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料13 柏原市災害対策本部運営要綱 

昭和４０年４月３０日 

決裁 

最近改正 平成１９年４月１日 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、柏原市災害対策本部条例（昭和３８年柏原市条例第６号。以下「条

例」という。）第４条の規定に基づき、柏原市災害対策本部（以下「本部」という。）

の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（本部の設置） 

第２条 市長は、次の場合に本部を設置する。 

（１） 相当規模な災害の発生が予想され、その対策を要すると認められるとき。 

（２） 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を要する災害が発生したとき。 

（３） その他市長が必要と認めるとき。 

（本部会議） 

第３条 本部会議は本部長が招集して、災害対策の基本方針等を決定するものとし、本部

会議に応集する者は、各課（かい）長の職にあるものとする。 

（本部の所掌事務） 

第４条 本部は、次の事項について方針を策定し、その実施を推進する。 

（１） 災害予防、災害応急対策、災害復旧の推進に関すること。 

（２） 被害情報の収集、伝達に関すること。 

（３） 自衛隊災害派遣要請及び撤収要請に関すること。 

（４） 関係機関に対する応援の要請に関すること。 

（５） その他災害に関する重要な事項の決定に関すること。 

（本部の閉鎖） 

第５条 市長は、次の場合に本部を閉鎖する。 

（１） 柏原市の地域について災害発生のおそれが解消したとき。 

（２） 災害応急対策がおおむね完了したとき。 
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（３） その他市長が適当と認めたとき。 

（関係機関への通知） 

第６条 市長は、本部を設置し、若しくは閉鎖したときはその旨を、また本部会議の決定

事項のうち必要と認める事項を、次に掲げる者のうち災害の内容に応じて必要と認める

者に通知するものとする。 

（１） 大阪府知事 

（２） 大阪府各部関係課 

（３） 中河内府民センター、八尾土木事務所及び藤井寺保健所 

（４） 隣接市町村長 

（５） 消防署、警察署、柏原水防分団、消防団及び管内各地区の長または代表者 

（各執行機関） 

第７条 各執行機関は、それぞれ組織を整備し、本部の決定に基づく災害応急対策等を円

滑に実施し推進するものとする。 

（本部の庶務） 

第８条 本部の庶務は、災害対策主管課において処理する。 

附 則（平成１９．４．１） 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

資料－29


	0_【20220330修正】表紙
	00_目次_220317_09_0207
	01_地すべり危険箇所、防止区域_220317_10_0106_210922
	02_急傾斜地崩壊防止区域・災害危険区域_220317_10_0106
	03_土砂災害警戒区域等一覧_220317_10_0114_06
	04-05_山地災害危険地区（山腹崩壊危険地区・地すべり危険地区・崩壊土砂流失危険地区）・宅地造成工事規制区域指定_220317_0114_06
	06_土砂災害警戒区域等位置図_加工
	07_1_差し替え大和川洪水浸水想定区域yamatosinsui01-2(A3)_220317
	07_2_差し替え大和川水系石川洪水浸水想定区域図（A3）_220317
	07_3_差し替え大和川水系原川洪水浸水想定区域図harakawa(A3)_220317
	08_避難指示等の発令対象人口等_220401_0317_0207
	09_柏原市防災会議条例
	10_柏原市防災会議運営要綱_220317_0114
	11_柏原市防災会議委員一覧(修正確定分)_220315
	12_柏原市災害対策本部条例
	13_柏原市災害対策本部運営要綱_220317_211111
	14_河川・水路・水防ため池一覧_220317_0106_202109
	15_重要水門及びこう門一覧_20220317_2109
	16_排水施設_220317_15
	17-18_汚水排水施設(マンホールポンプ場)・貯留施設_220317_15_0106
	19_水防倉庫及び資機材一覧_220317_0106
	20_水道施設の概況_220317_0106
	21-24_廃棄物処理施設、清掃事業者一覧_(環境対策課回答　修正版)_220317_09_0106
	25_【20220207修正】浸水想定区域内の災害時要配慮者関連施設一覧及び情報伝達方法_220401_0317_0106
	26_【20220207修正】土砂災害警戒区域内の災害時要配慮者施設一覧及び情報伝達方法_220317_0106
	27_【20220207修正】防災備蓄拠点等一覧_220317
	28_【20220207修正】防災用備蓄物資・資機材一覧(修正確定分)_220317
	29_消防水利の状況_210921
	30_柏原市消防団の現況_220317_0131
	31_市内災害医療機関_220317_210921
	32_緊急交通路一覧_220317
	33_緊急交通路選定図_220316
	34_災害時用臨時ヘリポート一覧_220317_15_211111
	35_指定緊急避難場所及び指定避難所一覧_211111
	36-37_広域避難場所・避難路一覧_220317_15_0114
	38_避難路_220316
	39_避難所担当課一覧(修正確定分)_220401_0114
	40_応急仮設住宅建設候補地一覧_220317_15_0106
	41_市所有車両一覧_220317_0106
	42-43_緊急通行車両確認証明書・緊急通行車両標章_220317
	44_大阪府地震被害想定に基づく備蓄等の考え方について_220317
	45_柏原市災害弔慰金の支給等に関する条例_220317_15_210921
	46_柏原市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則_220317_210921
	47_災害時応援協定一覧_220329_17_15_09_0207
	48_1_【修正】避難情報等の発令基準_220317_15_0114-2
	48_2_【修正】避難勧告等の発令基準（土砂災害）_220114
	49-62_20220401_0317_15_09
	63_災害時の広報文例集
	99_裏表紙
	空白ページ
	空白ページ



